
 

 

議案第１８号 
 
 

平成２９年度北広島市一般会計補正予算（第１０号） 
 
 
 平成２９年度の北広島市一般会計補正予算（第１０号）は、次に定めるとこ

ろによる。 
 
 （歳入歳出予算補正） 
第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ３１，５３４千円を増額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２５，８６９，４８６千円とする。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
 （継続費補正） 
第２条 継続費の変更は、「第２表 継続費補正」による。 
（地方債補正） 
第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 
 
 
 
 
  平成３０年２月２０日提出 
 
                   北広島市長 上 野 正 三 
 
 



第１表　歳入歳出予算補正

歳  入 (単位：千円)

款 項

 2 地方譲与税 213,000 8,000 221,000

 2 自動車重量譲与税 144,000 8,000 152,000

 5 株式等譲渡所得割
交付金

10,000 8,000 18,000

 1 株式等譲渡所得割
交付金

10,000 8,000 18,000

 8 自動車取得税交付
金

43,000 7,000 50,000

 1 自動車取得税交付
金

43,000 7,000 50,000

15 国庫支出金 4,645,813 △112,343 4,533,470

 1 国庫負担金 2,771,089 △43,214 2,727,875

 2 国庫補助金 1,860,006 △69,129 1,790,877

16 道支出金 1,473,979 △9,481 1,464,498

 1 道負担金 1,110,968 △3,556 1,107,412

 2 道補助金 258,934 △5,925 253,009

18 寄附金 38,784 14,588 53,372

 1 寄附金 38,784 14,588 53,372

19 繰入金 970,918 20 970,938

 1 基金繰入金 970,918 20 970,938

20 繰越金 336,014 5,924 341,938

 1 繰越金 336,014 5,924 341,938

21 諸収入 928,180 △1,874 926,306

 5 雑入 555,451 △1,874 553,577

22 市債 3,527,900 111,700 3,639,600

 1 市債 3,527,900 111,700 3,639,600

25,837,952 31,534 25,869,486

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計



歳  出 (単位：千円)

款 項

 2 総務費 3,366,399 137,101 3,503,500

 1 総務管理費 2,723,873 152,948 2,876,821

 2 企画費 479,579 △2,635 476,944

 5 選挙費 40,483 △13,212 27,271

 3 民生費 8,448,068 △79,645 8,368,423

 1 社会福祉費 3,354,575 3,085 3,357,660

 2 児童福祉費 2,709,937 △23,170 2,686,767

 3 医療給付費 1,236,537 △21,486 1,215,051

 4 生活保護費 1,147,019 △38,074 1,108,945

 4 衛生費 1,198,011 3,111 1,201,122

 2 清掃費 781,286 3,111 784,397

 5 農林水産業費 86,036 1,780 87,816

 1 農業費 85,412 1,780 87,192

 6 商工労働費 406,635 20,790 427,425

 1 商工費 369,741 20,790 390,531

 7 土木費 3,599,153 △275,873 3,323,280

 2 道路橋梁費 2,055,059 △237,711 1,817,348

 4 都市計画費 670,688 △38,162 632,526

 9 教育費 2,142,204 346,168 2,488,372

 1 教育総務費 301,113 7,038 308,151

 2 小学校費 271,520 9,997 281,517

 3 中学校費 343,741 322,628 666,369

 4 社会教育費 350,635 6,505 357,140

10 公債費 2,275,245 △17,898 2,257,347

 1 公債費 2,275,245 △17,898 2,257,347

12 職員費 3,888,752 △104,000 3,784,752

 1 職員費 3,888,752 △104,000 3,784,752

25,837,952 31,534 25,869,486

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計



第２表　継続費補正

（変更） （単位：千円）

（変更） （単位：千円）

6,255

455,966平成29年度

第３表　地方債補正

462,221
東部中学校校舎大規
模改造事業

款 項 事　業　名
補　　正　　前

140,046平成29年度
３
中学校費

平成30年度

38,600

償還方法

同　左 同　左 同　左

年度 年割額

462,221

322,175 平成30年度

164,700 83,200

生活道路整備事業債 83,300

補　　正　　後

年割額年度総額 総額

９
教育費

証書借入

又は

証券発行

年6.5％以
内（ただ
し、利率見
直し方式
で借り入れ
る政府資
金及び地
方公共団
体金融機
構資金に
ついて、利
率の見直
しを行った
後におい
ては、当該
見直し後
の利率）

起債の日
から30年
以内（据置
期間を含
む。)にお
いて償還
する。
ただし、必
要に応じ
繰上償還
することが
できる。

77,700

都市公園整備事業債 59,100

東部中学校校舎大規
模改造事業債

73,500 292,800

市道整備事業債
（補助）

起　債　の　目　的
補　　　　正　　　　前 補　　　　正　　　　後

限度額 起債の方法 利率 償還方法 限度額 起債の方法 利率



歳入歳出補正予算事項別明細書

（一般会計補正予算第１０号）

平成２９年度



（調整交付金）は、特定防衛施設周辺整備調整交付金を表す。○説明欄中



総括

(歳　入) (単位：千円)

款

 2 地方譲与税 213,000 8,000 221,000

 5 株式等譲渡所得割交付金 10,000 8,000 18,000

 8 自動車取得税交付金 43,000 7,000 50,000

15 国庫支出金 4,645,813 △112,343 4,533,470

16 道支出金 1,473,979 △9,481 1,464,498

18 寄附金 38,784 14,588 53,372

19 繰入金 970,918 20 970,938

20 繰越金 336,014 5,924 341,938

21 諸収入 928,180 △1,874 926,306

22 市債 3,527,900 111,700 3,639,600

25,837,952 31,534 25,869,486

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計



歳入
 2款 地方譲与税

 2項 自動車重量譲与税

目

 1 自動車重量譲与税 144,000 8,000 152,000

計 144,000 8,000 152,000

 5款 株式等譲渡所得割交付金

 1項 株式等譲渡所得割交付金

 1 株式等譲渡所得割交付金 10,000 8,000 18,000

計 10,000 8,000 18,000

 8款 自動車取得税交付金

 1項 自動車取得税交付金

 1 自動車取得税交付金 43,000 7,000 50,000

計 43,000 7,000 50,000

15款 国庫支出金

 1項 国庫負担金

 1 民生費国庫負担金 2,771,089 △ 43,214 2,727,875

計 2,771,089 △ 43,214 2,727,875

15款 国庫支出金

 2項 国庫補助金

 2 民生費国庫補助金 89,312 △ 1,050 88,262

 4 土木費国庫補助金 1,042,889 △ 164,679 878,210

 5 教育費国庫補助金 173,621 96,600 270,221

計 1,860,006 △ 69,129 1,790,877

補 正 前 の 額 補 正 額 計

15 国庫支出金



（単位 ： 千円）

節   

 1 自動車重量譲 8,000 自動車重量譲与税 8,000

与税

 1 株式等譲渡所 8,000 株式等譲渡所得割交付金 8,000

得割交付金

 1 自動車取得税 7,000 自動車取得税交付金 7,000

交付金

 2 児童福祉費負 △ 14,658 児童手当負担金 △ 14,658

担金

 4 生活保護費等 △ 28,556 生活保護費等負担金 △ 28,556

負担金

 2 児童福祉費補 △ 1,050 母子家庭等自立支援給付金事業補助金 △ 1,050

助金

 1 道路橋梁費補 △ 141,862 生活道路整備事業交付金（調整交付金） △ 6,728

助金 市道整備事業交付金（社会資本整備総合交付金） △ 135,134

 2 都市計画費補 △ 22,817 都市公園整備事業補助金（社会資本整備総合交付金） △ 22,817

助金

 3 中学校費補助 96,600 東部中学校校舎大規模改造事業補助金 96,600

金

区 分 金 額
説 明



16款 道支出金

 1項 道負担金

目

 1 民生費道負担金 1,104,393 △ 3,556 1,100,837

計 1,110,968 △ 3,556 1,107,412

16款 道支出金

 2項 道補助金

 2 民生費道補助金 205,050 △ 5,925 199,125

計 258,934 △ 5,925 253,009

18款 寄附金

 1項 寄附金

 1 一般寄附金 25,010 △ 12,450 12,560

 2 総務費寄附金 6,859 980 7,839

 3 土木費寄附金 4,015 7,650 11,665

 5 教育費寄附金 2,600 13,543 16,143

 6 民生費寄附金 0 3,085 3,085

 7 農林水産業費寄附金 0 1,780 1,780

計 38,784 14,588 53,372

19款 繰入金

 1項 基金繰入金

13 義務教育施設整備基金繰入金 24,546 20 24,566

計 970,918 20 970,938

20款 繰越金

 1項 繰越金

 1 繰越金 336,014 5,924 341,938

計 336,014 5,924 341,938

補 正 前 の 額 補 正 額 計

20 繰越金



（単位 ： 千円）

節   

 2 児童福祉費負 △ 3,556 児童手当負担金 △ 3,556

担金

 3 医療給付費補 △ 5,925 重度心身障がい者医療費補助金 △ 2,387

助金 乳幼児等医療費補助金 △ 3,538

 1 一般寄附金 △ 12,450 一般寄附金 △ 12,450

 2 総務管理費寄 980 庁舎建設基金寄附金 90

附金 地域振興基金寄附金 890

 2 都市計画費寄 7,650 緑のまちづくり基金寄附金 7,650

附金

 1 教育総務費寄 7,038 図書購入費寄附金 123

附金 奨学基金寄附金 5,605

義務教育施設整備基金寄附金 1,310

 2 社会教育費寄 6,505 生涯学習振興基金寄附金 260

附金 きたひろしま人材育成基金寄附金 6,245

 1 社会福祉費寄 3,085 地域福祉基金寄附金 3,085

附金

 1 農業振興費寄 1,780 農業後継者等育成基金寄附金 1,780

附金

 1 義務教育施設 20 義務教育施設整備基金とりくずし 20

整備基金繰入

金

 1 繰越金 5,924 前年度繰越金 5,924

区 分 金 額
説 明



21款 諸収入

 5項 雑入

目

 3 雑入 555,060 △ 1,874 553,186

計 555,451 △ 1,874 553,577

22款 市債

 1項 市債

 3 土木債 1,041,900 △ 107,600 934,300

 5 教育債 239,000 219,300 458,300

計 3,527,900 111,700 3,639,600

補 正 前 の 額 補 正 額 計

22 市債



（単位 ： 千円）

節   

 5 還付金及び返 △ 1,874 重度心身障がい者医療費高額療養費等返還金 △ 1,874

還金

 1 道路橋梁債 △ 87,100 市道整備事業債（補助） △ 81,500

生活道路整備事業債 △ 5,600

 3 都市計画債 △ 20,500 都市公園整備事業債 △ 20,500

 2 中学校債 219,300 東部中学校校舎大規模改造事業債 219,300

区 分 金 額
説 明



総括

(歳　出)

款

 2 総務費 3,366,399 137,101 3,503,500

 3 民生費 8,448,068 △79,645 8,368,423

 4 衛生費 1,198,011 3,111 1,201,122

 5 農林水産業費 86,036 1,780 87,816

 6 商工労働費 406,635 20,790 427,425

 7 土木費 3,599,153 △275,873 3,323,280

 9 教育費 2,142,204 346,168 2,488,372

10 公債費 2,275,245 △17,898 2,257,347

12 職員費 3,888,752 △104,000 3,784,752

25,837,952 31,534 25,869,486歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計



(単位：千円)

0 0 980 136,121

△53,745 0 1,211 △27,111

0 0 0 3,111

0 0 1,780 0

0 0 0 20,790

△164,679 △107,600 7,650 △11,244

96,600 219,300 13,563 16,705

0 0 0 △17,898

0 0 0 △104,000

△121,824 111,700 25,184 16,474

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 道 支 出 金 地 方 債 そ の 他



歳出
 2款 総務費

 1項 総務管理費

目

 3 財政管理費 5,102 170,890 175,992 寄附金 170,000

890

 5 施設管理費 2,342,293 △17,942 2,324,351 寄附金 △18,032

90

計 2,723,873 152,948 2,876,821 寄附金 151,968

980

 2款 総務費

 2項 企画費

 4 コミュニテ 165,087 △2,635 162,452 △2,635

ィ施設管理

費

計 479,579 △2,635 476,944 △2,635

 2款 総務費

 5項 選挙費

 2 市長選挙費 18,851 △13,212 5,639 △13,212

計 40,483 △13,212 27,271 △13,212

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国道支出金 地 方 債 そ の 他



（単位 ： 千円）

節       

25 積立金 170,890 財政管理経費 170,890

積立金 170,890

11 需用費 △9,489 施設管理経費 △18,032

13 委託料 △7,895 需用費 △9,489

16 原材料費 △648 委託料 △7,895

25 積立金 90 施設等維持管理委託 △226

清掃委託 △5,526

警備委託 △1,771

保守・点検・整備委託 △352

その他委託 △20

原材料費 △648

新庁舎建設事業 90

積立金 90

13 委託料 △2,635 コミュニティ施設運営経費 △2,635

委託料 △2,635

清掃委託 △2,635

 1 報酬 △1,507 市長選挙経費 △13,212

 7 賃金 △1,180 報酬 △1,507

 8 報償費 △35 賃金 △1,180

 9 旅費 △55 報償費 △35

11 需用費 △1,368 旅費 △55

12 役務費 △4,984 需用費 △1,368

13 委託料 △272 役務費 △4,984

14 使用料及び △1,700 委託料 △272

賃借料 保守・点検・整備委託 △272

19 負担金補助 △2,111 使用料及び賃借料 △1,700

及び交付金 負担金補助及び交付金 △2,111

その他 △2,111

区 分 金 額
説 明

2 総務費



 3款 民生費

 1項 社会福祉費

目

 1 社会福祉総 1,342,020 3,085 1,345,105 寄附金 0

務費 3,085

計 3,354,575 3,085 3,357,660 寄附金 0

3,085

 3款 民生費

 2項 児童福祉費

 1 児童母子福 525,227 △1,400 523,827 国庫支出金 △350

祉費 △1,050

 4 児童措置費 826,340 △21,770 804,570 国庫支出金 △3,556

△14,658

道支出金

△3,556

計 2,709,937 △23,170 2,686,767 国庫支出金 △3,906

△15,708

道支出金

△3,556

 3款 民生費

 3項 医療給付費

 1 医療給付費 345,670 △21,486 324,184 道支出金 諸収入 △13,687

△5,925 △1,874

計 1,236,537 △21,486 1,215,051 道支出金 諸収入 △13,687

△5,925 △1,874

 3款 民生費

 4項 生活保護費

 2 扶助費 1,134,473 △38,074 1,096,399 国庫支出金 △9,518

△28,556

計 1,147,019 △38,074 1,108,945 国庫支出金 △9,518

△28,556

 4款 衛生費

 2項 清掃費

 2 し尿処理費 86,101 3,111 89,212 3,111

計 781,286 3,111 784,397 3,111

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国道支出金 地 方 債 そ の 他



（単位 ： 千円）

節       

25 積立金 3,085 福祉行政経費 3,085

積立金 3,085

20 扶助費 △1,400 ひとり親家庭支援事業 △1,400

扶助費 △1,400

20 扶助費 △21,770 児童手当支給事業 △21,770

扶助費 △21,770

20 扶助費 △21,486 重度心身障がい者医療費助成事業 △8,522

扶助費 △8,522

子ども医療費助成事業 △12,964

扶助費 △12,964

20 扶助費 △38,074 生活保護費等支給事業 △38,074

扶助費 △38,074

23 償還金利子 3,111 し尿処理事業 3,111

及び割引料 償還金利子及び割引料 3,111

区 分 金 額
説 明

4 衛生費



 5款 農林水産業費

 1項 農業費

目

 2 農業振興費 77,868 1,780 79,648 寄附金 0

1,780

計 85,412 1,780 87,192 寄附金 0

1,780

 6款 商工労働費

 1項 商工費

 1 商業振興費 322,006 20,790 342,796 20,790

計 369,741 20,790 390,531 20,790

 7款 土木費

 2項 道路橋梁費

 3 道路新設改 715,831 △237,711 478,120 国庫支出金 △87,100 △8,749

良費 △141,862

計 2,055,059 △237,711 1,817,348 国庫支出金 △87,100 △8,749

△141,862

 7款 土木費

 4項 都市計画費

 2 緑化推進費 20,613 7,650 28,263 寄附金 0

7,650

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国道支出金 地 方 債 そ の 他



（単位 ： 千円）

節       

25 積立金 1,780 農業振興経費 1,780

積立金 1,780

19 負担金補助 20,790 中小企業者等融資事業 20,401

及び交付金 負担金補助及び交付金 20,401

補助金・助成金・賛助金 20,401

創業支援促進事業 389

負担金補助及び交付金 389

補助金・助成金・賛助金 389

12 役務費 △522 市道整備事業（補助） △225,765

13 委託料 △71,431 役務費 △522

15 工事請負費 △94,950 委託料 △67,495

17 公有財産購 △24,785 調査・設計・監理等委託 △67,495

入費 工事請負費 △94,950

19 負担金補助 △5,828 公有財産購入費 △19,470

及び交付金 負担金補助及び交付金 △5,828

22 補償補填及 △40,195 分担金・負担金 △19

び賠償金 資本形成的性格なもの △5,809

補償補填及び賠償金 △37,500

生活道路整備事業 △11,946

委託料 △3,936

調査・設計・監理等委託 △3,936

公有財産購入費 △5,315

補償補填及び賠償金 △2,695

25 積立金 7,650 緑化推進事業 7,650

積立金 7,650

区 分 金 額
説 明

7 土木費



目

 4 公園事業費 129,928 △45,812 84,116 国庫支出金 △20,500 △2,495

△22,817

計 670,688 △38,162 632,526 国庫支出金 △20,500 寄附金 △2,495

△22,817 7,650

 9款 教育費

 1項 教育総務費

 3 教育振興費 246,289 7,038 253,327 寄附金 0

7,038

計 301,113 7,038 308,151 寄附金 0

7,038

 9款 教育費

 2項 小学校費

 1 学校管理費 177,544 9,997 187,541 9,997

計 271,520 9,997 281,517 9,997

 9款 教育費

 3項 中学校費

 1 学校管理費 240,078 322,628 562,706 国庫支出金 219,300 繰入金 6,708

96,600 20

計 343,741 322,628 666,369 国庫支出金 219,300 繰入金 6,708

96,600 20

 9款 教育費

 4項 社会教育費

 1 社会教育総 18,456 6,505 24,961 寄附金 0

務費 6,505

計 350,635 6,505 357,140 寄附金 0

6,505

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国道支出金 地 方 債 そ の 他



（単位 ： 千円）

節       

13 委託料 △179 都市公園整備事業 △45,812

15 工事請負費 △45,633 委託料 △179

その他委託 △179

工事請負費 △45,633

11 需用費 123 教育振興経費 6,915

25 積立金 6,915 積立金 6,915

学校図書館活用事業 123

需用費 123

11 需用費 9,997 小学校管理経費 9,997

需用費 9,997

11 需用費 6,708 中学校管理経費 6,708

13 委託料 4,735 需用費 6,708

15 工事請負費 311,185 東部中学校校舎大規模改造事業 315,920

委託料 4,735

調査・設計・監理等委託 4,735

工事請負費 311,185

25 積立金 6,505 社会教育経費 6,505

積立金 6,505

区 分 金 額
説 明

9 教育費



10款 公債費

 1項 公債費

目

 2 利子 222,769 △17,898 204,871 △17,898

計 2,275,245 △17,898 2,257,347 △17,898

12款 職員費

 1項 職員費

 1 職員給与費 3,888,752 △104,000 3,784,752 △104,000

計 3,888,752 △104,000 3,784,752 △104,000

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国道支出金 地 方 債 そ の 他



（単位 ： 千円）

節       

23 償還金利子 △17,898 長期償還利子 △17,898

及び割引料 償還金利子及び割引料 △17,898

 2 給料 △41,000 職員給与費 △104,000

 3 職員手当等 △51,000 給料 △41,000

 4 共済費 △12,000 職員手当等 △51,000

共済費 △12,000

区 分 金 額
説 明

12 職員費



 



給与費明細書

継続費に関する調書

地方債に関する調書



１  特別職

報酬 給料
期末手当
（年間支給率）

地域手当

10,243

（3.30月分）

37,109

（3.30月分）

その他 28 9,216

計 53 102,276 25,685 47,352

10,243

（3.30月分）

37,109

（3.30月分）

その他 28 9,216

計 53 102,276 25,685 47,352

長  等 0 0 0

議  員 0 0 0

その他 0 0

計 0 0 0 0

備考         １     長等とは、市長、副市長及び教育長をいう。
                2

２  一般職

  （１）  総括

    その他には、地方公務員法第３条第３項第１号の規定により、就任について 議会
（公平委員会委員３人、固定資産評価審査委員会委員３人、選挙管理委員会委員

給料 職員手当

1,760,359

(  0  )

0

（    ）内は再任用短時間勤務職員等の数（外数）

△ 41,000

1,125,532

1,176,532

職員数（人）区分

1,719,359

比  較

長  等 3 25,685

給 与 費

給 与

区分

補正後

補正前

比  較

職員手当の
内 訳

補正後

補正前

比  較

△ 2,000

663,442

(  60  )

区分

補正後

補正前

△ 43,000

706,442

432

432

職員数(人）

(  60  )

37,784

37,784

55,222

寒冷地手当

0

期末勤勉手当

0

補正後

補正前

扶養手当

739

比  較

△ 51,000

53,222 739

地域手当区分

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

93,060

25,6853

22

長  等

議  員 22 93,060

議  員



（単位：千円）

寒冷地手当 その他の手当 計

退8,652 福19  公42

9,216 9,216

351 175,664 44,015 219,679

退8,652 福19  公42

9,216 9,216

351 175,664 44,015 219,679

0 0 0 0 退　0　福　0   公 0

0 0 0

0 0

0 0 0 0

（単位：千円）

退 　315,162   福   1,289

公   4,450

退 　315,162   福   1,289

公   4,450

退　 0  福　 0

公 　0

通勤手当 住居手当 管理職手当
時間外勤務
手当

特殊勤務
手当

【参考】児童手当

23,613 50,263 55,499 177,636 2,114 30,620

24,613 53,263 55,999 179,136 2,114 30,620

△ 1,000 △ 3,000 △ 500 △ 1,500 0 0

宿日直手当 夜勤手当 休日手当 単身赴任手当 災害派遣手当

0 2,600 28,000 0 0

0 2,600 28,000 0 0

0 0 0 0 0

△ 104,000

2,936,891 3,517,253

合計

の選挙、議決又は同意を必要とする職に限定して給与費を記載した。
４人、監査委員２人、農業委員会委員１２人、教育委員会委員４人）

△ 92,000

580,362

568,3622,844,891

△ 12,000

計
共済費

3,413,253

7,046

明 細 書

費

備考

備考

合計

43,325

130,169 36,969 167,138

36,279

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

351

共済費

130,169 36,969 167,138

351 36,279 7,046 43,325



  （２） 給料及び職員手当の増減額の明細

△ 41,000 給与改定に伴う増減分 0

昇給に伴う増加分 0

その他増減分 △ 41,000

△ 51,000 制度改正に伴う増減分 0

その他増減分 △ 51,000

  （３）給料及び職員手当の状況

   ア   職員１人当たり給与  （単位：円）

一般行政職 消防職 教育公務員 技能労務職

308,163 322,139 343,067 -

331,368 352,173 367,536 -

41歳2月 42歳3月 52歳8月 -

313,137 314,470 397,533 -

337,745 345,957 422,533 -

41歳8月 41歳3月 52歳9月 -

備考  再任用短時間勤務職員等を除く。

30年１月１日
現 在

29年１月１日
現 在

平均給料月額

平均給与月額

平  均  年  齢

平均給料月額

平均給与月額

平  均  年  齢

区                      分

区               分

給               料

増    減    額

職     員     手     当

増    減    事    由    別    内    訳



（単位：千円）

その他 △ 41,000 年途中退職者の不要額分

育休代替職員及び任期付職員の不要額分　等

勤勉手当率改定 0

その他 △ 51,000 年途中退職者の不要額分

育休代替職員及び任期付職員の不要額分　等

   イ  初任給 （単位：円）

区                  分 学   歴 消防職 教育公務員 技能労務職

高校卒 147,100 147,100 -

大学卒 179,200 179,200 -

高校卒 - - -

大学卒 - - -
国   の   制   度

備                                                       考説             明

北広島市の制度
179,200

147,100

179,200

147,100

一般行政職



   ウ   級別職員数              （   ）内は再任用短時間勤務職員等の数及び構成比（外数）

職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
10 2.9 3 3.4 -     -     -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
27 7.9 7 7.9 2 66.7 -     -     
(1) （2.0） (-) (-) (-) (-) (-) (-)
17 5.0 -     -     1 33.3 -     -     
(23) （45.0） (1) (33.3) (-) (-) (-) (-)
127 37.4 42 47.2 -     -     - -
（27） （53.0） (2) (66.7) (-) (-) (-) (-)
65 19.1 18 20.2 -     -     -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
58 17.1 9 10.1 -     -     -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
36 10.6 10 11.2 -     -     -     -     
（51） （100） (3) (100) (-) (-) (-) (-)
340 100 89 100 3 100 - -
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
10 2.9 1 1.1 -     -     -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
31 9.1 6 6.7 1 33.3 -     -     
(1) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
13 3.8 3 3.4 1 33.3 -     -     
(6) (-) (1) (33.3) (-) (-) (-) (-)
142 41.5 37 41.5 1 33.4 - -
（33） （100） (2) (66.7) (-) (-) (-) (-)
60 17.5 24 27.0 -     -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
41 12.0 7 7.9 -     -     -     -     
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
45 13.2 11 12.4 -     -     -     -     
（40） （100） (3) (100) (-) (-) (-) (-)
342 100 89 100 3 100 - -

（級別の標準的な職務内容）

区分

１級 定型的な業務を行う職務

２級 相当高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

３級 主任の職務

１　主査等の職務

２　困難な業務を処理する主任の職務

５級 課長等の職務

１　消防署長等の職務

２　困難な業務を処理する課長等の職務

１　部長等の職務

２　困難な業務を処理する消防署長等の職務

職 務 の 内 容

４級

６級

７級

２８年１月１日
現 在

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

計

２９年１月１日
現 在

７級

６級

５級

４級

３級

２級

技能労務職

級

１級

計

区       分

一般行政職 消防職 教育公務員



   エ   昇給   

合     計 一般行政職 消防職 教育公務員 技能労務職

１号給 3 2 1 0 0

２号給 53 44 9 0 0

３号給 19 15 4 0 0

４号給 341 270 68 3 0

96.3% 97.4% 92.1% 100.0% -

１号給 3 2 1 0 0

２号給 53 44 9 0 0

３号給 19 15 4 0 0

４号給 341 270 68 3 0

96.3% 97.4% 92.1% 100.0% -

 備考   職員数欄には再任用短時間勤務職員等を含まない。

   オ   期末手当・勤勉手当              （  ）内は再任用職員等の支給率

支給期別支給率 支給率

６月（月分） １２月（月分） 計

（1.05) (1.25) (2.30)

2.075 2.325 4.40

（1.05) (1.25) (2.30)

2.075 2.325 4.40

（1.05) (1.25) (2.30)

2.075 2.325 4.40

（ A ）

0
（ B ）

89 3

416 331

区        分
職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置

補　正　後 有

432 340 89

82 3

0

補
　
正
　
前

職員数
432 340

昇給に係る職員数

（ A ）

昇給に係る職員数

（ B ）

比率(B)/(A）

号給数
別内訳

0

416 331 82 3 0

有

有

補　正　前

国の制度

3

区       分

補
　
正
　
後

比率(B)/(A）

号給数
別内訳

職員数



   カ   定年退職及び勧奨退職に係る退職手当              

２０年勤続 ２５年勤続 ３ ５ 年 勤続 最 高 限 度 そ の 他 の

の者 の者 の者 加 算 措 置

（月分） （月分） （月分） （月分） 等

定 年 前 早

期 退 職 特

支給率等 25.5563 34.5825 49.59 49.59 例措置

（2%～45%

加算）

定 年 前 早

期 退 職 特

国の制度 25.5563 34.5825 49.59 49.59 例措置

（支給率等） （2%～45%

加算）

   キ   地域手当              

   ク   特殊勤務手当          

全職種 一般行政職 消防職 教育公務員技能労務職

   ケ   その他の手当        

区       分

扶養手当

支給最高限度額 月額 27,000 円

基礎控除額 月額 11,000 円

持家住宅 月額 5,000 円

交通機関等利用者 実費支給

交通用具使用者 通勤距離に応じて定額支給

備     考

支給対象地域

支給率（％）

支給対象職員数（人）

区     分

0% 3%

-

-

支給対象職員の比率（％）

0.0%

80.9% 0.0%

給料総額に対する比率（％）

16.7%

異

異

住居手当

通勤手当

差      異      の      内      容

防疫作業手当　行旅死病人取扱従事手当  消防業務手当
野犬掃とう業務手当　災害応急対策等派遣手当

同

国の制度との異同

手当の名称

国の指定基準に
基づく支給率（％）

北広島市 札幌市（北海道への派遣等） 国への派遣等

（２９年１月１日現在）

0.8%

0.0%

0.2% 0.0%

区                  分

3% 20.0%

20.0%

0 1 1

北海道内は札幌市に在勤する職員 東京都特別区に在勤する職員



継続費についての前々年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額の

見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

国道支出金 地方債 その他

平成

９ ３
29 455,966138,600 292,800 24,566 455,966455,966 98.6

教育費 中学校
費 30 6,255 4,600 1,655 6,255 1.4

計 462,221138,600 297,400 26,2210 0 0455,966455,9666,255 100.0

東部中
学校校
舎大規
模改造
事業

当該年度
末までの
支 出
予 定 額

翌 年 度
以 降
支 出
予 定 額

継続費の
総 額 に
対 す る
進 捗 率
(%)

（単位：千円）

前々年度
末までの
支 出 額

前年度末
ま で の
支 出
(見込)額

款 項 事業名
当該年度
支 出
予 定 額年　度

全　　体　　計　　画

年割額 特　定　財　源
一般財源

左 の 財 源 内 訳



地方債の２７年度末及び２８年度末における現在高並びに
２９年度末における現在高の見込みに関する調書

（単位：千円）

２７年度末 ２８年度末 ２９年度末

現在高 現在高 起債借入見込額元金償還見込額 現在高見込額

１　普通債 14,773,865 15,312,943 4,108,500 1,348,707 18,072,736

（１）総務債 2,470,836 3,343,136 2,321,400 171,875 5,492,661

うち庁舎 209,300 1,207,200 2,299,700 0 3,506,900

（２）民生債 464,396 401,158 5,900 58,825 348,233

（３）衛生債 2,255,769 2,160,850 0 110,199 2,050,651

（４）農林水産業債 74,657 94,614 2,200 19,408 77,406

（５）商工労働債 131,000 116,580 0 14,420 102,160

（６）土木債 4,718,489 4,783,317 1,081,000 451,846 5,412,471

うち道路橋梁 2,161,752 2,329,348 436,500 165,461 2,600,387

うち公園 405,600 396,746 44,700 45,691 395,755

うち街路 403,804 372,276 44,800 73,997 343,079

うち区画整理 232,019 114,581 0 65,477 49,104

うち公営住宅 1,357,029 1,429,105 555,000 80,446 1,903,659

（７）消防債 553,090 520,675 38,400 69,111 489,964

（８）教育債 2,981,688 2,933,899 659,600 287,809 3,305,690

うち学校 2,409,069 2,286,494 515,200 200,220 2,601,474

（９）繰上償還借換債 0 0 0 0 0

（１０）市場公募債借換債 1,123,940 958,714 0 165,214 793,500

２　災害復旧債 27,413 26,522 0 895 25,627

３　その他 10,592,986 10,784,167 897,600 702,849 10,978,918

（１）臨時財政特例債 0 0 0 0 0

（２）減税補填債等 451,785 363,945 0 89,236 274,709

（３）臨時財政対策債 10,141,201 10,420,222 897,600 613,613 10,704,209

25,394,264 26,123,632 5,006,100 2,052,451 29,077,281

２９年度起債借入見込額は、平成２８年度繰越未収入特定財源地方債を含む。

区　　　　分
２９年度中増減見込

合　　　　　　計


